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CDPによる投資家向けのセクターリサーチは、最も包括的な気候および水に関連するデータと市場の分析を提供し 

ています。Extel IRRI調査では、気候変動の分野におけるグローバルな研究機関として CDPを第 1位にランク付けし 

ており、2015年および 2016年のセクターレポートシリーズは最も革新的な SRI研究プロダクツを提供し 

ていると評価されました。また、CDPは Investment Weekの 2016年度ベスト SRIリサーチを受賞しました。 

 

CDPのセクターリサーチシリーズは気候変動への影響度の大きい産業を一つ一つ深く分析しています。現在、 

自動車、電力、総合化学、多角化した鉱業、セメント、鉄鋼、ならびに石油およびガスに関する報告書を提供し 

ています。 

 

CDP署名投資家およびメンバー投資家は、オンラインの投資家ダッシュボードよりセクター報告書全 

てにアクセスでき、その中には詳細におよぶ分析、各企業に対するインサイト、方法論が含まれています。 

また各メンバー投資家はインベスターリサーチチームのアナリストに優先的にアクセスすることも可能となっ 

ています。CDPの署名投資家あるいはメンバー投資家となりフルレポートや、 

CDP企業公開データなどその他ツールへアクセスをご希望の方は investor@cdp.netまでご連絡ください。 

 

詳しくは下記リンクをご覧ください:  

https://www.cdp.net/en/investor/sector-research 

https://www.cdp.net/en/dashboards/investor 
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気候に関する指標と自動車会社の収益を結びつけていくために 

 
 
 
本レポートは、CDPが 2015年 2月と 2016年 3月に出版した世界の

完成車メーカー（Original Equipment Manufacturers）に関する研究や

成績対比一覧表を更新し、さらに拡大したものである。このレポー

トでは、自動車産業における上場最大手企業 16社における低炭素化

への移行に向けた、事業の対応力に基づいたランキングを行ってい

る。これら 16 社の乗用車販売台数は世界市場で 79%のシェアを占

めている。 

 

自動車セクターは次世代自動車 1や自動運転車およびドライブシェ

アなどによる変革の圧力に直面し、転換点に立たされようとしてい

る。排出量規制の強化 2や国別の排出割当量は、各社に低排出ガス

車の普及率を上げることを強いる結果となっている。完成車メーカ

ー各社はテクノロジー企業に押され、利益もテクノロジーやソフト

ウェアの供給者、そしてライドシェアリングサービスの方へと移行

しつつある。 

 

現在、完成車メーカー各社はこのような課題を既存のビジネスモデ

ルに対する脅威とみなす可能性はあるものの、成功するためには、

これから台頭してくる新たな機会や市場に積極的に取り組んでいか

なければならない。 

成績対比一覧表を纏めるにあたり、G20金融安定理事会の気候関連

財務情報開示タスクフォース（TCFD）による提言に沿い、次の 3

つの主要な分野について評価をした。 

 

移行リスク: 各社の車両排出量における実績や、EU、米国、中国お

よび日本における排出基準を満たす上での進捗を評価した。3 また、

製造過程における排出やエネルギー消費量の実績をランク付けし、

どの完成車メーカーが革新的な技術や市場リスクに対して耐久力を

有しているか明らかにした。 

 

移行機会: 次世代自動車、自動運転車（ADV）、サービスとしての

モビリティ（MaaS）、および R&D活動や再生可能エネルギーの活

用度といった領域における企業の進捗を評価した。 

 

気候ガバナンスおよび戦略: 排量削減目標、サプライヤー・エンゲ

ージメント、水使用量、低炭素化目標とガバナンスや報酬制度など

の間における整合性について各社のガバナンスのフレームワークを

分析した。 

 
   主な調査結果 

 最も高いランクとなったのは BMW、ダイムラー、およびトヨタで

あった。最も低かったのはスズキ、FCA、およびスバルであった。 

 2016 年度の成績対比一覧表におけるランキングと比べると、タタ

・モーターズが最も顕著な改善を示し、ルノーが最も大きく順位

を落とした。 

 2017 年は低排出量や自動運転車に関する各社の目標が次々と発表

された。最も積極的な目標は完全自動運転（レベル 4）サービスを

早くて 2019 年に導入し、2025 年には販売の 25%をバッテリー型電

気自動車（BEV）によって構成するというものであった。 

 2015 年以降、完成車メーカーやテクノロジー企業によって MaaS

や ADV の開発を行っている企業に対する投資額が 800 億ドル以上

にまで上っている。4 

 世界最大の自動車市場である中国が自動車セクターの変革におい

て重要な役割を果たすと見られ、新エネルギー自動車（NEV）に関

して積極的な目標を設定している。 

 新興市場へのアクセス、高級車、高いマージンや、トラック、オ

ートバイ、機械などの領域に対する事業の多様化が革新的な技術

に対してある程度の耐久力を示している。 

 他の多くのセクターと比べて売上額に対する研究開発費の割合は

高いが、当市場に参入してきているテクノロジー企業と比べると

低い。このような新規競合に直面し、各社は革新的な技術に対す

る支出を増額することに注力し始めており、次世代自動車のイノ

ベーションにおいては日本の自動車メーカーが、ADV においては

米国の自動車会社がリードしている。 

 

 各社は車両排出量の目標を達成できないリスクにさらされ

ている。2010 年以降の排出削減率の平均は年 2.9%である

のに対し、今後罰金を避けるために必要な削減率は年

5.3%である。 

 各社は今後、より厳しい車両排ガス検査に直面することに

なり
5
、SUV の人気上昇やディーゼル車の売り上げ低下な

どにより、排ガス削減目標を達成し規制上の罰金の支払い

を回避するためには、各社とも次世代自動車のシェアを増

やさざるを得なくなっている。 

 

 製造効率は改善傾向にあり、調査対象の 16 社中 15 社が業

務上の排出量やエネルギー消費量の削減に向けた取り組み

を行っている。 

 

   図 1: 低炭素化への移行における機会とリスク 

バブルの大きさ: 大きいバブル = 気候ガバナンスおよび戦略における強い実績 

出典: CDP 

1. 次世代自動車には燃料電池車両（FCV）バッテリー型電気自動車（BEV）、プラグインハイブリッド車（PHEV）が挙げられる。 
2. 世界 CO2排出量の 17%が道路上の輸送（内、66%が軽量道路輸送、34%が重量道路輸送）によるものである（IEA ETP 2017）。 
3. 合計すると、乗用車の需要の 74%を EU、米国、中国および日本が占めている。 
4. 110億ドルは本報告書で調査した企業 16社に直接起因する。 
5. 今後、多くの地域では乗用車等の国際調和排出ガス・燃費試験法（WLTP）を導入していく予定である。      3 

                         



   

 

 

 

下記の成績対比一覧表は各社の主な調査結果を示している。本調査は炭素関係や移行に関する広範な指標を対象とした詳細に

わたる分析に基づいており、企業の業績に無視できない影響を与える可能性がある。成績対比一覧表は、新規技術がセクター

に革命的変化をもたらし、各政府がパリ協定の導入に向けた取組みを強化していく中で、産業が直面する著しい変革に対する

準備の度合いに関するプロキシの役割を果たすように設計されている。表の下部に位置してい企業は低炭素化の移行に対する

準備の度合いが比較的低いという評価を受けている。 

 

図 2: 成績対比一覧表(i)
 

(i) 加重ランクは各領域を対象に計算。本一覧表では単純性のみを考慮して非加重ランクも記載している。 

(ii) タタ・モーターズの分析には完全子会社であるジャガーランドローバーも含まれている。 
(iii) 起亜、ジーリー（ボルボを所有）および長城汽車は 2017年度 CDP気候変動質問票に回答していないため、本報告書には含まれていない。投資家各位には、各

企業の経営陣に透明性の欠如を議題として上げることをお勧めする。 
出典: CDP 

 

図 3: 地域別車両売上比（2016） 

 

フルレポートへのアクセス 

フルレポートは CDP署名投資およびメンバー投資家のみが取得可能となっています。署名投資家は https://www.cdp.net/en/dashboards/investor よりフルレポートにア

クセスできます。ログインできない場合は investor@cdp.net までご連絡ください。 

CDP メンバー投資家はインベスターリサーチチーム所属のアナリストへ優先的にアクセスできます。 

(i) オートバイの売上は除外 
出典: CDP、各企業による報告書、マークラインズ、ブルームバーグ 
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重要事項 

CDP は投資アドバイザーではなく、特定の企業、投資ファンド、あるいはその他法人に対する投資の可否に関する代弁を一切行っていない。このよ

うな投資ファンドやその他の法人に投資する意思決定は本出版物におけるいかなる文に依存して行うべきではない。CDP は信頼性のあるとみさす情

報を取得しているものの、本報告書に含まれている情報や意見の正確性や完全性を代弁あるいは保証（明示的あるいは暗示的）しておらず、利益の

損失または懲罰的あるいは重大な損害を含め、本書に含まれている情報と関連するいかなるクレームや損失に対して責任を負わない。 

本報告書の内容は、CDP に謝辞を述べるのであれば誰でも利用できる。これは CDP に報告され、本報告書において提示しているデータの再パッケ

ージ化や転売を許可するものではない。本報告書のいかなる内容も再パッケージ化または転売する意図がある場合は、事前に CDP の許可を得る必要

がある。 


